
2026年5月 デジタル庁 戦略・組織グループ AI実装総括班

（参考資料）
ガバメントAI源内の展開状況



Key Message
まず政府から。政府自らが先頭に立ち、日本全体のAI利活用を牽引します

人口減少社会において、質の高い行政サービスを維持するには、抜本的な変革が不可欠です。
働き方、業務プロセス、組織体制を根本から見直す。
この変革は行政のみならず、日本社会全体が直面する喫緊の課題です。

だからこそ、政府自ら先頭に立ち、日々の業務でAIを活用していきます。
「まず隗より始めよ」。 職員一人ひとりがAIを使いこなし、業務の生産性と質を向上させます。
霞が関の幹部職員も率先して徹底活用します。
政府職員がAIへの理解を深め、解像度を上げることにより、所管する分野・業界の効果的なAI実装を牽引します。

そのために、デジタル庁はガバメントAI源内の開発・展開を推進します。

セキュリティを確保した上で、2026年5月より約18万人の政府職員による大規模実証を実施します。
職員のAI利用を支えるデータ基盤も同時に整備します。
源内の一部をオープンソース化し、地方自治体や企業におけるAI実装を支援します。

全職員がAIを創る側へ
専門知識不要のAI開発を実現し、各職員が長年培ってきた業務ノウハウをAIエージェントの「スキル」として形式知化できるようにします。
個人から組織、霞が関全体へ「スキル」を循環させることで、政府全体のAI対応力を底上げし、知的基盤を強化します。
各職員が長年培ってきた業務上の行政ノウハウ（暗黙知）を、AIエージェントとして共有し、行政全体の資産へと昇華させます。

政府として、安全・安心なAI利用の標準を確立します
AIに関する日本の自律性確保を実現するため、源内では国内開発の大規模言語モデル（LLM）を選定・活用します。
政府による継続的な調達を通じ、国産AIの育成・強化を推進します。

政府での日々の実践が、やがて日本全体のAI活用を加速させていく。
官民の枠組みを超えて、AIが、社会課題の解決を支え、日本の競争力を高め、国際社会における日本の存在感を高める原動力となる。

私たちは、その可能性を強く信じています。 その第一歩を、政府が踏み出しています。 1



ガバメントAI 源内の大規模実証事業の最新状況（5月29日時点）

 本年5月より、全府省庁の政府職員約18万人による大規模実証事業を開始
 5月末時点で10万人の政府職員が源内を利用可能な状況

展開済
（実績）

【3月中に展開済】

農水省本省（林野庁・水産庁含む）、環境省、内閣府、カジノ管理委、警察庁

【4月中に展開済】

消費者庁、総務省、内閣法制局、個情委、宮内庁、法務省、最高裁、復興庁、こども家庭庁、人事院

【5月中に展開済】

内閣府（沖総）、金融庁、衆院事務局、公取委、財務省、国税庁本庁、農水省（地方）、内閣官房、

外務省、国交省（観光庁、気象庁等含む）

→ 5月29日時点で約10万人の政府職員が源内を利用可能

約100,000人

＊デジ庁含む

今後、
展開予定

【6月以降に順次展開】

防衛省、文科省、厚労省、国税庁（地方）、経産省、原子力規制庁、最高裁（残余分）
約80,000人

合 計 約180,000人
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ガバメントAI 源内 とは

【背景】
 技術革新が急速に進行。米・中・英は昨年相次いで国家AI

戦略を公表。政府自らが積極的に活用する方針を明確化
 少子高齢化による担い手不足の深刻化。行政サービスを

維持するためにはAIの活用は不可避
 行政における業務プロセスの見直し、働き方改革の必要性
 ＡＩに関する日本の自律性確保の必要性

【目的】
 政府職員によるＡＩの普段使いを浸透、定着させることにより、

業務の質の向上及び効率化を実現（創造的な業務実現）

 職員のAI理解度を深めることで、所管分野・業界のAI実装を牽引

 信頼できるAIの価値と意義の国民への提示

 国産ＡＩの育成・強化、民間AI投資の喚起

【手段】 ガバメントAI 源内（げんない） Generative AI
 数十種類のAIアプリケーションを使用できる生成AI利用環境

 機密性２情報まで入力可能（デジタル庁内。府省庁は各ルールに基づき設定）

 本年5月より、全府省庁約18万人の政府職員が生成ＡＩを利用できる環境を展開

 職員に対する導入支援（カスタマーサポート）及び利活用促進（カスタマーサクセス）を実施

 国産の大規模言語モデル（LLM）を公募・選定し、源内を通じて提供

 政府共通データセットを調達・提供（官報79年10か月分（昭和22年5月～）等）

■高市総理大臣指示（人工知能戦略本部（2025.12.19開催））
“信頼できるＡＩによる日本再起を実現するため、７点について指示します。第一に、『ガバメントＡＩ源内』の徹底活用です。来年５月から１０万人以上の政府の職員が
活用できるようにします。源内の活用により、創造的に業務を行い、国民の皆様に信頼できるＡＩの意義を示してください。・・・”

■人工知能基本計画（2025.12.23閣議決定）
我が国でのＡＩ利活用を促進するため、「隗より始めよ」の観点から、まずは政府自らが積極的かつ先導的に利活用する。政府職員によるＡＩの普段使いを浸透、定
着させることにより、業務の質を向上させる。将来的には地方支分部局を含む中央省庁の全職員が業務の質の向上を実感できる環境の構築を目指すこととし、速
やかに本府省庁職員が生成ＡＩを利活用できる環境を構築する。その際、指定職・管理職による率先した利活用を促す仕組みを導入する。

ガバメントAI 源内の利用画面
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各府省庁への源内の展開スケジュール
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令和7年度（2025年度） 令和8年度（2026年度） 令和9年度（2027年度）～

【AI利用基盤（源内）】
デジタル庁内で試験導入（5月～）

↓
生成AI検証環境（源内）を内製し、
職員（約1,200人以上）が利用開始

【行政実務用のAIアプリ】
法制度調査支援AI、国会答弁検索AI、
旅費等内部管理業務共通システム（SEABIS）
ヘルプAIなど、約30種類のAIアプリを
デジタル庁が内製し、源内で提供

【AI利用基盤（源内） 】
1月より、19省庁で試験的利用を開始
その後、順次拡大
5月より、全府省庁の政府職員約18万人に
よる大規模実証事業

【国産の大規模言語モデル（LLM）の試用】
国内企業を公募・選定（令和8年3月）し、5社
と契約を締結（5月）。源内で各モデルを試
用し、行政実務への適合性を評価

① (株)NTTデータ tsuzumi 2
② ソフトバンク(株) Sarashina3 mini
③ 日本電気(株) cotomi v3
④ 富士通(株) Takane 32B
⑤ (株) Preferred Networks PLaMo 2.0 Prime

【令和7年度補正予算】
源内の機能強化
• 職員向け利用研修、源内の利用画面改修
• 高度なAIアプリ開発（国会答弁作成支援AIなど）
• エージェントAIの導入に向けた取組
• 政府共通データセットの整備（官報79年10か月分）

【AI利用基盤（源内） 】
源内の本格的利用
 AIアプリの更なる充実
 エージェントAI利用環境の導入
 利用省庁が予算措置

【国産AIの調達】
 安全・安心なＡＩの利用推進
 行政現場から基盤モデル提供企業への

フィードバックによるＡＩの性能向上
 政府調達を通じた安定的な需要創出



ガバメントAI 源内の概要



デジタル庁のポータルサイトにおける生成AI利用環境「源内（げんない）」
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デジタル庁職員向けの利用画面

クリックすると
源内の利用画面に遷移
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デジタル庁職員向けの利用画面



デジタル庁内では、源内の利用状況をダッシュボードで確認可能
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※ 画面は庁内専用であり、外部からのアクセスはできません。
※ 「ユニット所属」とは、デジタル領域に専門性を有する民間専門人材等

（行政官以外）のデジタル庁職員が属するもの



政府における生成AI利用環境（源内）の概要

生成AI利用環境（源内）

ガバメントクラウド

デジタル庁職員

③LLM学習用データ
(webサイト、書籍、ニュース記事等)

①各省庁・各部局の知識ベース
（法令の逐条解説、審査マニュアル等）

データセンター、GPUサーバー

②政府共通データセット
（官報、法令、白書等）

入力・出力

学習

利用・検索

行政実務用のAIアプリ

※ 2025年11月時点ではAWS社のNova Lite、Anthropic社のClaude4.5 Haiku、Claude4.5 Sonnetの３モデルから職員が選択可能

AIに必要なデータ

汎用的なAIアプリ
チャット（対話型AI）※、翻訳、

要約、文章校正 等
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利用を希望する府省庁（2026年1月～）

利用・検索

大規模言語モデル（LLM： Large Language Models）

入力・出力

※ 政府職員向けのインターフェース、
プラットフォーム、メディアの機能を発揮



＋

汎用的なAIアプリ 行政実務用のAIアプリ

○チャット（対話型AI）※

○文章作成
○日⇔英翻訳（PLaMo翻訳）
○画像生成
○大量のテキストの自動分類
○目標設定チェッカー
○手元の表データを調査・分析
○マークダウン形式の表に変換
○ダイアグラム生成
○Excel関数の提案
○音声ファイルから文字起こし

※ 2026年3月時点ではAWS社の「Nova Lite」、Anthropic
社の「Claude Haiku 4.5」「Claude Sonnet 4.6」「 Claude 
Sonnet4.5」の4モデルから職員が選択可能 今後、モ
デルの追加・更新を予定。

○法制度に関する調査（愛称：Lawsy）
○国会答弁を調査・分析
○補助金制度調査（jGrants）
○公用文を校正（文化庁「公用文作成の考え方」

に準拠した校正を提供）

○物品管理システム質問応答
○旅費等内部管理業務共通システム

（SEABIS）の質問応答
○電子決裁システム（EASY）の質問応答
○パブコメ分類AI（予定）

○国会答弁作成支援AI（予定）

など

生成AI利用環境「源内」で利用できるAIアプリケーション
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※ 開発予定のアプリを含む。



源内で提供されるAIアプリ一覧（令和８年５月２９日時点）
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AIアプリ名 （「※」は今後の実装を検討中） 概 要

チャット
対話形式で思考整理・文書作成・情報収集・言い換え・要約・翻訳・アイディア出しなど、幅広い知的作業を支援するAI
Claude Sonnet 4.6、Claude Sonnet 4.5、Claude Haiku 4.5、Nova Liteが利用可能

国会答弁を調査・分析 国会議事録から特定テーマに関する政府答弁を効率的に検索

法制度に関する調査 法令に関する質問に対しAIが詳細レポートを作成

公用文を校正 デジタル庁・文化庁ガイドライン準拠の公用文校正を支援

補助金制度調査（jGrants） キーワードや分野を入力するとjGrants補助金データベースから関連制度を検索し、申請要件・金額・期限を整理した分析レポートを作成

EASY質問応答-RAG 電子決裁システム（EASY）のマニュアル・FAQに関する情報をAIが検索・回答

物品管理システム質問応答-RAG SEABIS物品管理システムへの問い合わせをAIが代行

SEABIS質問応答-RAG SEABIS旅費・謝金システムへの問い合わせをAIが代行

ネ申エクセルを最低限の機械処理が
可能な状態に変換

いわゆる神エクセルを分析しやすい表形式に変換する。変換後は手元の表データを調査・分析アプリでの詳細分析が可能

日⇔英翻訳 PLaMo翻訳（Preferred Networks社）を用いた日英翻訳。処理はガバクラ環境内で完結し入力情報は外部送信されない。

目標設定チェッカー
効果的な目標設定のためのフレームワークであるSMART法則に基づき、Specific（具体的か）、Measurable（計測可能か）、
Achievable（達成可能か）、Relevant（目的に関連しているか）、Time-bound（期限が明確か）の5基準で目標設定案をブラッシュアップ

ウェブ情報や手元資料を要約 公開情報の検索補助や手元ファイルの読み込みが可能

大量のテキストの自動分類 アンケート回答等の自然文をAIがラベル分類し集計・集約作業を支援

会議記録を作成 Teamsの会話データからAIが会議記録を作成

手元の表データを調査・分析 表形式データの集計・分析とレポート・ダッシュボード作成をAIが代行

マークダウン形式の表に変換 ExcelなどからコピペしたデータをMarkdown形式の表に変換

画像のALT（代替テキスト）作成 画像や文書ファイルを添付するとAIがALTテキストを生成



源内で提供されるAIアプリ一覧（令和８年５月２９日時点）
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AIアプリ名 （「※」は今後の実装を検討中） 概 要

Excel関数の提案 Excelでそのままコピペできる数式・関数を提案

文体を指定して要約 テキストを要約・箇条書き・対話風・SNS風・掲示板風など複数スタイルで出力

文章を生成 キーワードや形式を入力するとビジネスメール・記事等の文章をAIが生成

翻訳 日本語・英語・中国語・韓国語・仏語・西語・独語への翻訳が可能。LLMはClaude Sonnet 4.6等から選択

画像を生成 チャット形式でプロンプト生成・設定・画像生成を自動実行

ダイアグラムを生成 文章をもとにフローチャート・円グラフ・マインドマップ等のダイアグラムを生成

音声ファイルから文字起こし 音声ファイルをテキストに文字起こし

文章を校正・添削（ファイル添付版） OfficeファイルやPDFの文章を、文化庁・デジタル庁等のガイドラインに基づきAIが校正・添削

ファイルの内容を徹底的に調査・分析
複数の資料（PDF、Word、Excel、画像など）を横断的に調査・分析し、AIが自ら成果物の品質を確認・修正しながら、高品質な報告書を生
成

Excelファイルのテキストを1行ずつ処理 最大で10万行のExcelファイルのテキストを生成AIで処理

アナログ規制点検ツール アナログ規制に関係しうる条項の点検対象の確認

行政手続きの電子化状況（R7）を調査・分析 「事業者向けの補助金の電子化及び行政手続の悉皆調査」データを活用した分析を行う。

行政文書の用例を調査・検索 特定の単語・表現が、国会答弁、法令、答申等の行政文書においてどのように用いられているかを調査する。

政策・法令の過去経緯を調査し根拠付きレ
ポート作成

国会答弁・法令改正・答申から経緯を調査し、出典と確信度を明記したレポートを作成

パブコメ分類AI ※ パブコメで集まった大量の意見をAIが自動分割・ラベル分類し、職員の整理・集約作業を補助。処理結果はExcelでダウンロード可能

国会答弁作成支援AI ※ 国会質問に対する国会答弁の草案を生成（デジタル庁において令和8年度中に開発予定）



ガバメントAI 源内の大規模実証の実施体制 令和8年度（2026年度）

各府省庁の役割
デジタル庁の役割

生成AI利用環境
（源内）

生成AIの利活用促進とガバナンスの強化の

ための組織的な取組体制の構築

 職員への周知啓発と意識改革

 企画立案能力の向上、情報収集・分析能力の向上、
政策・文書・分析等の質の向上への取組

 実証事業におけるAI統括責任者(Chief AI Officer)の
役割明確化（取組方針の策定・推進）

 令和9年度（2027年度）以降の源内利用の予算措置

 源内のシステム基盤の開発・
管理・保守

 政府共通アプリの開発・展開
（国会答弁作成支援AIなど）

 政府共通に使えるデータセット整備
（官報など）

 源内における国産AIの活用

 職員向け研修の実施協力（ヘルプデ
スク、利用マニュアル整備）

 エージェントAI利用環境の導入に向け
た検討

 普段使いによるAIの浸透、定着

 業務の質の向上、業務の見直し

 指定職・管理職による率先した利活用

政府職員それぞれの取組

提供
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政府職員のためのガバメントAI源内 活用ガイド（2026年3月）
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 生成AI利用環境「ガバメントAI 源内」を初めて業務で使用する、

国の行政機関の職員（各府省庁等の職員）を対象にデジタル

庁が作成

 難しい技術的な説明は最小限にとどめ、「明日からすぐ使える」

実践的な内容を中心にまとめている。

【目 次】

第１章 生成AIとは何か

第２章 セキュリティと情報管理

第３章 源内の実際の使い方

第４章 利用上の注意事項と禁止事項

第５章 組織としての取り組み

第６章 今後の予定

第７章 よくある質問（Q&A）



○ 政策の企画立案
 政策企画・立案（課題分析、方針決定、計画作成）

 法令・規則の制定・改正（条文案作成、パブコメ対応）

 調査・研究・統計（ヒアリング、実態調査、統計分析）

 予算編成（政策方針文書の対応、予算要求、配分）

 国会対応・議会対応（質問通告対応、答弁案起草）

○ 法制度の執行
 許認可・認定審査（申請書受理、審査、許可処分）

 補助金・交付金の執行（公募、審査、交付、実績確認）

 契約・調達（入札、契約書作成、検収）

 災害・危機管理（防災計画、災害対応、連絡調整）

○ 総務・庶務業務
 総務・庶務（総括、組織、物品管理、庁舎管理）

 予算執行管理（執行監視）

 文書・記録管理（文書登録、保管・整理、情報公開）

 情報システム運用（システム監視、障害対応）

○ 相談対応、国際対応
 窓口業務（住民対応、申請受付、案内）

 相談・苦情処理（苦情受理、調査、解決）

 出先機関（地方部局・地方公共団体との連絡）

 国際業務（国際会議、出張、接受、海外調整、翻訳）

府省庁の業務 実現が求められる
高度な生成AI（イメージ）

国会答弁作成支援AI

許認可審査支援AI

パブコメ意見分類AI

抱える課題

×情報公開請求で対象文書の特定に膨大な時間

×業務マニュアルの中で知りたい情報が探せない

×資料収集に膨大な時間。分析に時間を割けない

×外部コンサルタント企業への依存体質

×調査・統計分析が専門人材に依存し（属人化）

×膨大なパブリックコメント意見の集約が手作業

×審査件数が多く処理スピードと正確性の両立

×膨大な過去事例の照会に時間と手間

×頻繁な基準改正のため職員間で制度理解に差

×多様化する国民ニーズへの対応

×職員不足による窓口対応の待ち時間増

×カスハラ対応による若手職員の精神的負担

×相談対応で事実確認に膨大な時間

中央省庁が抱える課題と求められるAI

資料分析支援AI

総務支援AI
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政府全体のAI推進体制
ガバメントAIの政府方針



人工知能基本計画の概要（2025年12月23日閣議決定） 【出典：内閣府】
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人工知能（AI）基本計画（2025.12.23閣議決定）【抜粋】

第３章 ＡＩ関連技術の研究開発及び活用の推進に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策
第１節 AI利活用の加速的推進

我が国でＡＩが日常的に使われている社会を目指し、様々な局面でのＡＩ利活用を推進する。世代を問わずほとんどの国民が能動的

かつ意識的に 「まず使ってみる」という意識を広く醸成する。

（略）

我が国でのＡＩ利活用を促進するため、「隗より始めよ」の観点から、まずは政府自らが積極的かつ先導的に利活用する。政府職員に

よるＡＩの普段使いを浸透、定着させることにより、業務の質を向上させる。取り扱う情報の属性や用途等に応じて、政府による適正な

調達・利活用を先導的に行うことで、日本社会で利活用されるＡＩの信頼性及び透明性の確保につなげる。

将来的には地方支分部局を含む中央省庁の全職員が業務の質の向上を実感できる環境の構築を目指すこととし、速やかに本府省

庁職員が生成ＡＩを利活用できる環境を構築する。その際、指定職・管理職による率先した利活用を促す仕組みを導入する。

【具体的な取組】 

（１）政府・自治体でのＡＩの徹底した利活用

① ガバメントＡＩを推進するなど、政府の業務において生成ＡＩ等を適切に利活用し、業務の質の向上及び効率化を推進する。

【◎デジタル庁、全省庁】 

② 政府自らが率先して、ＡＩを適正に調達し、安全・安心な形での利活用を推進する。【◎内閣府、デジタル庁、全省庁】

③ 地域におけるＡＩ利活用を活性化させるためにも、優良なユースケースの横展開など、地方自治体におけるＡＩの適正な利活用を

促進する。【デジタル庁、◎総務省】 
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人工知能（AI）戦略本部（2025.12.19開催）

■高市総理大臣指示
（略）信頼できるＡＩによる日本再起を実現するため、７点について指示します。

第一に、『ガバメントＡＩ源内』の徹底活用です。来年５月から１０万人以上の政府の職員が活用できるようにします。ＡＩ源内の活用によ

り、創造的に業務を行い、国民の皆様に信頼できるＡＩの意義を示してください。

第二に、ＡＩセーフティ・インスティテュートの抜本的強化です。ＡＩの安全性に対する不安が高まる中、英国並みの２００人体制を目指して、

小野田大臣と赤澤経済産業大臣は、全省庁、産学から人材を集結させ、ＡＩセキュリティに万全を期してください。

第三に、ＡＩロボットを始めとしたフィジカルＡＩに不可欠な信頼できる国産の汎用基盤モデルの開発です。赤澤経済産業大臣は、質の高

い産業データを日本の競争力の中核に位置づけ、意欲ある企業としっかりと連携し、開発を進めてください。

第四に、信頼できるＡＩによる社会課題を解決できるサービスの開発・導入です。今般の経済対策で、４０００億円以上のＡＩ関連施策を

措置したところです。これらを活用して、地域や中小企業の成長戦略を実現するとともに、世界各国にサービスを展開してください。

第五に、信頼できるＡＩを世界とともに創りあげるため、『ＡＩサミット』を可能な限り早期に日本で開催すべく、関係省庁を挙げて、取組を

進めてください。

第六に、信頼できるＡＩを創る官民投資を日本成長戦略における危機管理投資として、力強く推進してください。政府としては、投資の予

見性を高めるため、当面、１兆円超をＡＩ関連施策の推進に投資してまいります。また、大胆な投資促進税制を創設し、研究開発税制を深

堀りします。これらの政府のコミットを、それぞれが所管する企業の皆様と共有し、政府の取組に呼応していただきＡＩ投資を強力に推進し

てください。

結びに、ＡＩをめぐる動向の変化は非常に速いです。小野田大臣は、今回の計画に基づく、官民の取組を直ちに実施するとともに、来年

の夏を目指して、投資目標、制度改革、人づくり、データ戦略などを含む官民投資ロードマップを盛り込む形で、『ＡＩ基本計画』を更に充実

させてください。
19



令和7年度補正予算
ガバメントAI整備事業の概要



 『ガバメントＡＩ源内』の徹底活用
 政府自らが積極的かつ先導的にAIを利活用
 政府職員によるＡＩの普段使いを浸透、定着させ

ることにより、業務の質を向上させる
 国産AIの育成・強化、関連民間投資の喚起

国の行政機関
（府省庁）

デジタル庁 ガバメントAI整備事業の全体像 （令和7年度補正予算 44.0億円）

デジタル庁
国産の大規模言語モデル
（LLM）事業者 生成AI利用環境（源内）

 汎用的AIアプリ（最新のフロンティアモデル）

 行政実務用AIアプリ（マニュアル検索等）

 大規模データセットの利用
 利用状況ダッシュボード

AI用のデータセット保有者

AIに関する技術支援

令和9年度以降に本格的利用（各省庁が予算措置）

「資料分析」「相談業務」「審査業務」
「総務・庶務業務」を支援するAIのプロトタイプ開発を
行い、その成果を開発事例として政府内で共有・展開
一部のアプリは源内を通じて他府省庁に提供

ガバメントAIに係る生成AI利用
環境の大規模導入実証事業

高度AIアプリケーション
構築技術の開発実証事業

ガバメントAI基盤整備
のための主管課支援事業

ガバメントAIの高度化に
向けた官民連携の推進
（課題調査、解決の場づくり）

ガバメントAI検証環境の
整備に係る設計・開発業務

政府横断的に有用な共通データセットの調
査・収集・加工。また、国立印刷局から官報
（戦後以降）を調達

大規模データセットに係る
調査・収集・加工等事業

エージェントAIの利用に向け、標準化課題の調査、
研究会の開催・運営、源内の利用実態調査、LLM
との高度な連携検証、主管課業務支援等

源内ウェブアプリのソフトウェア開発、
テナント管理システムの開発 等

厚生労働省雇用環境・均等局
連携によりAIアプリケーションの共同開発
①一般事業主行動計画策定届の受理業務
②えるぼし・くるみん等認定審査業務
③個別労働紛争解決制度に基づく総合労

働相談対応業務の効率化・高度化

日本語の語彙・表現に適合し、日本の
文化・価値観を尊重したLLMの活用

大量パブコメ意見のAI分類等

 全府省庁の約18万人の政府職
員(※）に対して、試験的に提供

 採択した国産の大規模言語モデル
（LLM）を源内で試用し、実用性や
行政実務への適合性を見極める。

 各府省庁は生成AIの利活用促進
とガバナンス体制の強化のための
取組を推進（職員への周知啓発、AI統
括責任者（CAIO）による統括監理等）

21

我が国でのＡＩ利活用を促進するため、「隗より始めよ」の観点から、まずは政府自らが積極的かつ先導的に利活用する。

導入支援業務（カスタマーサポート）、
利活用促進業務（カスタマーサクセス）

※ 外局等含め39機関
※ 本府省庁職員の全て及び地方機関職員の一部

ガバメントAIにおける
開発動画作成事業

ガバメントAI開発における取組を
取材・撮影し、動画コンテンツ及
びテキストコンテンツを制作・発信



ガバメントAI整備事業（令和7年度補正予算44.0億円） プロジェクト概要①
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事業名 概 要 内 容 目 的 事業期間

ガバメントAIに係る生成AI利用
環境の大規模導入実証事業
（事業者：KDDI）

政府職員18万人を対象に源内の利
用に係る問い合わせ対応、利活用
促進、利用促進や成功体験の創出、
VOC（顧客の声）収集を行い、源内を
政府共通基盤として本格定着させる
ための判断材料を収集する。

• 導入支援業務（カスタマーサポート）
• 利活用促進業務（カスタマーサクセス）
• 初期オンボーディング、成功体験創出、ハンズ

オン、Tips動画制作 等

• 政府職員が生成AIを安心
して利用し、日常業務での
活用を定着を実現

2026年4月
～

2027年3月

ガバメントAI検証環境の
整備に係る設計・開発業務
（NTTデータ）

源内のシステム基盤の開発・検証等
を実施する。

• 源内ウェブアプリのソフトウェアの設計・開発
• システム基盤の開発・検証
• テナント管理システムの設計・開発・検証運転
• 単体テスト・結合テスト等の計画・実施 等

• 源内のシステム基盤の強
化

2026年5月
～

2027年3月

ガバメントAI基盤整備のための
主管課支援事業
（ガートナージャパン）

ガバメントAIの構築・利活用促進に
向け、各種課題の調査、源内の利用
実態調査、主管課業務支援等を実
施する。

• ガバメントAIの高度化に向けた課題調査
• ガバメントAI整備事業に係る主管課業務支援

• 源内の高度化に向けた調
査分析、補正予算プロジェ
クトの円滑な推進 等

2026年4月
～

2027年3月

ガバメントAIにおける
開発動画作成事業
（東急エージェンシー）

ガバメントAIに関する各種取組を取
材・撮影し、動画コンテンツを制作・
発信することで、生成AI活用の情報
発信とノウハウの可視化を図る。

• YouTube動画のコンテンツ制作業務（動画コン
テンツの企画・制作・編集、コンテンツ制作に
関わる取材・撮影）

• 源内の使用状況や開発工
程の可視化、政府でのAI
活用の情報発信

2026年4月
～

2027年3月

ガバメントAIのための大規模
データセットに係る
官報データの収集等事業
（国立印刷局）

職員が源内で使用できる政府共通
データを整備するため、過去の官報
データの調達を行う。

• 昭和22年5月3日～令和9年2月28日までの官
報（本紙、号外、特別号外、号外政府調達公
告）を対象

• ガバメントAI源内で使用す
る大規模データセットの整
備を推進

2026年4月
～

2027年3月



ガバメントAI整備事業（令和7年度補正予算44.0億円） プロジェクト概要②
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事業名 概 要 内 容 目 的 事業期間

ガバメントAIのための大規模
データセットに係る調査・
収集・加工等事業
（事業者：TOPPAN）

職員が源内で使用で
きる政府共通データを
整備するため、様々な
データセットの調達を
行う。

• データセットの収集・加工等業務（データセットの収集、権利処理、
OCR処理によるテキストデータ作成、テキストデータの前処理・ク
リーニング、メタデータの作成・付与）

• ガバメントAIデータセット標準の在り方検討会（仮称）の開催

• ガバメントAI源内で
使用する大規模
データセットの整備
を推進

2026年5月
～

2027年3月

ガバメントAIのための高度AI
アプリケーション構築技術の
開発実証事業１
（厚生労働省雇用環境・均等局
との連携）
（NTTデータ）

特定業務(制度）のAI
実装を目指してAIアプ
リの開発・効果検証を
行い、政府内への成
果の横展開を目指す。

• 厚生労働省では、職場の男女差別、非正規・正社員の均衡待遇、
仕事と育児・介護の両立、女性活躍促進、フリーランス取引適正化
等に関する相談対応、行政指導、個別労働紛争解決援助などの
法施行業務を所管

• また、都道府県労働局では、事業主や労働者等からの申請や相
談受付、紛争解決援助などの実務を担当

• これらの業務のうち、①一般事業主行動計画策定届の受理業務、
②えるぼし・くるみん等認定審査業務、③個別労働紛争解決制度
に基づく総合労働相談対応業務を対象としてAIアプリを開発

• 雇用環境･均等行
政の円滑かつ効果
的な業務の実現

2026年4月
～

2027年3月

ガバメントAIのための高度AI
アプリケーション構築技術の
開発実証事業２
（国会答弁作成支援AIの開発）
（NTTドコモビジネス
（旧：NTTコミュニケーションズ））

ガバメントAI源内とし
て提供する国会答弁
作成支援AIの開発・効
果検証を行う。

• 過去の国会会議録を活用し、質問解析・根拠資料検索・草案生
成・矛盾検証等の機能を統合的に提供

• 国会答弁作成業務
の効率化・高度化

2026年4月
～

2027年3月

行政バックオフィス業務支援AI
システムの整備に係る設計・
開発業務
（未定）

バックオフィス業務に
おけるAI活用により省
力化を実現する。

• 各府省庁において共通して求められる「会議の運営」「出張ロジ
の調整」等の特定業務を効率化するための業務AIシステムを開
発

• 行政のバックオフィ
ス業務を支援する
AIシステムの整備
推進

2026年6月
～

2027年3月



源内における
国会答弁作成支援を行うAI スキルセット

（2026年3月～）



源内において「国会答弁作成支援を行うAI スキルセット」を提供開始（本年3月～） ①
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源内において「国会答弁作成支援を行うAI スキルセット」を提供開始（本年3月～） ①

政府職員が行う国会答弁の作成作業を支援
するため、様々なAIアプリをスキルセットとして
用途別にわかりやすく紹介

※ ガバメントAI源内として提供する
国会答弁作成支援AIの開発を別途推進中



源内の一部を
OSS（オープンソースソフトウェア）

として一般公開



ガバメントAI源内をOSS（オープンソースソフトウェア）として公開（2026年4月）

 源内の一部を商用利用可能なライセンスのもと、無償のオープンソースソフトウェア(OSS)として公開（公開開始日：2026年4月24日）
 地方公共団体が安全・安心にAIを活用し、行政事務・サービスの効率化や質の向上を実現できる環境を整備することを目的として、

源内と同様の生成AI利用環境を構築可能なソースコード等をOSSとして公開。

• 公開した源内のOSSを活用し、地方公共団体等向けサービスとして展開することを検討している企業からの技術的なお問い合わせに対応する。
• OSSを活用したサービスの開発実績や地方公共団体への導入事例に関する情報提供を歓迎。
• 脆弱性への対応等、必要なメンテナンスを実施するため、当面の間は公開OSSの更改・修正作業を継続する。ただし、永続的なメンテナンスを保証するものではなく、

将来的にOSSの公開を終了する場合がある。
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ガバメントAI源内のOSS（オープンソースソフトウェア）の範囲

生成AI利用環境（源内）

ガバメントクラウド

デジタル庁職員

③LLM学習用データ
(webサイト、書籍、ニュース記事等)

①各省庁・各部局の知識ベース
（法令の逐条解説、審査マニュアル等）

データセンター、GPUサーバー

②政府共通データセット
（官報、法令、白書等）

入力・出力

学習

利用・検索

行政実務用のAIアプリ

※ 2025年11月時点ではAWS社のNova Lite、Anthropic社のClaude4.5 Haiku、Claude4.5 Sonnetの３モデルから職員が選択可能

AIに必要なデータ

汎用的なAIアプリ
チャット（対話型AI）※、翻訳、

要約、文章校正 等

29

利用を希望する府省庁（2026年1月～）

利用・検索

大規模言語モデル（LLM： Large Language Models）

入力・出力

※ 政府職員向けのインターフェース、
プラットフォーム、メディアの機能を発揮

源内のOSS
公開範囲
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